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グローバリゼーションの時代における
アメリカ合衆国の「新しい移民」・「新しい貧困」
白人ブルーカラー「中産階級」の凋落との関連にて
庄 司 啓 一
は じ め に
冷戦下の公民権運動の成果は，黒人を中心にマイノリティ集団に対する法制度的差別を撤廃し
て「新たに人種・言語・性的多様性にもとづく統合」を保障することであった。だが，それは社
会的・経済的平等を十分に保障するものではなかった（2）。1960年代後半の「貧困との戦い」，
「アファーマティヴ・アクション」など連邦政府の積極的な介入を経て，教育や技能をもつ機会
を得ることができたマイノリティ集団の一部はミドルクラス化への途を歩み始めることができた。
1970年代後半以降，白人中産階級（ミドルクラス）が凋落する一方，移民によって急増する
マイノリティ集団の一つであるラティーノ/ヒスパニックが，21世紀初頭にはアフリカ系に取っ
て代わって，アメリカ合衆国「最大のエスニック・マイノリティ」集団となっていくことがほぼ
確実になっていった。このようななか，移民により急増するラティーノ住民の多くが貧しく，し
かも，自国の文化や言語に執着してアメリカ合衆国の理念に統合されない最大のエスニックマイ
ノリティ集団となるのではないかという懸念が高まる。伝統的な国民統合の理念を破壊する「新
しい移民」の現実に対する恐怖が増幅されていく（3）。
国民国家の枠組みである国境を越えてのグローバルな資本や情報・商品・サービスの自由な交
換が日常化する中，非ヨーロッパ地域からの低賃金な肉体労働者やサービス労働者の大量流入は，
依然として，一国の枠内での貧しく野蛮な「移民物語」として捉えられているのである（4）。
本稿は，冷戦体制を国内的に支え，中産階級拡大の重要な要因をなした＝白人ブルーカラー組
織労働者の凋落とアジア，ラテン・アメリカからの「新しい移民」の大量の流入過程を，グロー
バリゼーションの起点となる冷戦体制解体過程下のアメリカ資本主義の蓄積構造の歴史的転換の
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「白人中産階級の生活水準と移民労働の搾取のあいだにある構造的関係を隠蔽する根深い人
種主義に起源をもっているのだ」（ロビン・ケリー）（1）
一環として捉え，移民問題の本質に接近することを目的としている。
1．ラティーノ「非合法」移民の急増と「新しい貧困」
1970年代末から1980年代初頭，鉄鋼，自動車，機械など20世紀の「アメリカの時代」を経
済的に支えた基幹製造業の生産現場で働くブルーカラー労働者が大量に解雇された。彼らこそ
19世紀末から20世紀初頭にかけて流入した南東ヨーロッパの「新移民」の子孫からなる組織化
された白人ブルーカラー労働者の中核であり（5），アメリカにおける中産階級拡大の重要な要因を
構成してきたのである。つまり，これらの組織化された白人ブルーカラー層はミドルクラスの重
要な一角を占めており，その凋落は政治問題ばかりでなく，深刻な社会経済問題として全米メディ
アで大きく報ぜられた（6）。
この白人ミドルクラスの没落と時を同じくして，アジア，ラテン・アメリカなど非ヨーロッパ・
非白人圏から大量の移民が流入し，農業，建設業，製造業とともに，グローバルな都市のサービ
ス部門へ重要な労働力を提供することになった。要するに，アメリカ社会のバックボーンである
白人ミドルクラスの没落と大量の非白人移民の流入とは資本蓄積構造転換過程において不可分の
関係にあり，アメリカの国民的統合原理についての国民の広範な議論を喚起すると同時に，移民
問題への関心を強め，それらが主要な政治問題としての性格を持つことを必至とした。
新自由主義，反ケインズ主義を掲げたレーガン政権は1986年，「移民規制改革法」（IRCA）
を制定し，1982年以来継続してアメリカ合衆国領土内に居住していたことを証明できる非合法
移民に対して「史上最大規模」の恩赦を与え，ほぼ300万人を合法化した。それにもかかわらず，
アメリカ合衆国への外国からの人の流入は止まらなかった。移民規制改革法が制定された直後の
1989年は109万人，90年153万人，91年は182万人が移民として入国した。2000年の国勢調査
によれば，外国生まれ人口は総人口の11％を超え，歴史上最大であった1910年の15％にも迫る
ほどである。また，外国生まれ人口の絶対数は3,000万人を超えて，その数は20世紀の初頭の
外国生まれの数1,000～1,300万人を大きく超えるまでになった。
19世紀後半から20世紀初頭の移民の大半がヨーロッパ諸国からの白人であったのに対して，
1970年代以降の移民の3分の2以上はラテン・アメリカとアジア諸国からの非白人移民によっ
て占められていた。連邦政府がマイノリティ政策に背を向けはじめた1970年代半ば以降，移民
によるラティーノ人口の新たな貧困層の増加は貧困問題を深刻化させていった（7）。この現象を
「新しい貧困問題」であると指摘したのはロベルト・スロ（RobertoSuro）である。スロによれ
ば，ラティーノ人口の増加と貧困は現存する福祉政策では解決しない，新たな社会問題であり，
新たな移民・貧困対策が早急に取られないと，合衆国の移民・貧困問題は倍増する危険性がある
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こと，そして，ラティーノ移民の第二世代は，今日の黒人のような社会経済問題を抱え込むばか
りでなく，もっと深刻で危険性をはらんだ形で，アメリカの主流社会から切り離されることにな
ろうと警告を発している（8）。古矢旬は，今日の貧困問題は，黒人貧困層に，ラティーノ貧困層が
新たに加わるという，いわば60年代以降の連邦政府による貧困との戦いや，アファーマティヴ・
アクション，福祉の拡充などによって解決されなかった旧来の貧困問題の上に，さらに新しい貧
困・移民問題が覆い被さるという形をとってあらわれたものである，といえると述べる（9）。さら
に，マイク・デイビスは，アメリカ合衆国におけるラティーノとは，社会全体の変化の指型とな
るかも知れない，ユニークな文化シンクレティズム（異文化の混合）の過程に加わっていると述
べ，多文化主義やエスニックな多様性の不思議などのありきたりのレトリックではなく，ストレー
トに，アメリカ合衆国の「ラテン・アメリカ化」と捉えている（10）。
1970年代，多くの黒人が住んでいたアメリカの大都市中心部に大量のアジア系，ラテン・ア
メリカ系移民が流入したが，一部の高度専門職を除くと，彼らの圧倒的部分は教育程度が低く，
ほとんど熟練を持たず，しかも英語を理解しない人々であると見られ，国民からは「非合法移民」
問題として捉えられて政治問題化していった。とくに，メキシコからの移民の多くは非合法滞在
者・入国者であり，彼らは自国が近代化・経済成長政策に失敗し，充分な雇用機会を創出できず，
そのため農村や都市に過剰な人口を滞留させ，その一部分が北の豊かな国へ，貧困から逃れて来
るという見方である。この見方は，メキシコからの移民はメキシコ自体の問題であり，移民受け
入れ国であるアメリカ合衆国がメキシコへの最大の資本輸出国であることや，アメリカ資本を中
心とするグローバルな資本蓄積とは関係がないということが含意されていた。サッセンはこのような
見方を批判し，1980年代のネオリベラル型グローバリゼーションがアメリカとメキシコとの間に特
別な関係を作り出していること，それらの関係こそが「疑似越境的（quasi-transnational）経
済統合」を創り出し，「国境管理のない経済空間への動きと移民や難民を閉めだすための国境管
理の動きとのあいだで自己矛盾」を作り出しているのであると述べる（11）。デイヴィッド・グティ
エーレスも，アメリカ資本の長期にわたるメキシコへの進出こそがメキシコ農村での過剰人口を
創出する主要な要因をなしていることを指摘している（12）。
ラティーノ人口のほぼ40％が外国生まれであり，しかもその多くが過去20年余りの間にアメ
リカ合衆国に移住し，その家族の3分の1以上が貧困層であった。合衆国政府は1970年代以降，
メキシコからの移民を規制する法案を次々と制定する。だがその結果は非合法移民の急激な増加
であり，80年代初頭にはメキシコ人のアメリカ合衆国への流入規模はピークに達した。ダグラ
ス・マッセイなどによれば，1964年にはメキシコからの合法移民は3万8,000人であったが，86
年には6万7,000人となった。他方，非合法移民は年間8万7,000人から388万人と驚異的な増
加を示した。だが，1965年から1986年のメキシコからの移住者は循環的性格が強く，2,800万
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の流入者のうち，2,340万以上がメキシコへ戻り，純流入者は460万ほどに過ぎなかった（13）。
ダグラス・マッセイ等は19651985年間を「非合法移民時代」（theeraofundocumented
migration）と呼んでいる。移民局（INS）によれば，同期間に，純増，約570万人のメキシコ
人が入国したが，そのうち81％が非合法移民であったと推定している。つまり，移民法による
規制はメキシコ人についてはほとんど機能しておらず，あたかも「ブラセロ・プログラム」のよ
うに雇用者は移民法の枠外で必要な数の労働者を短期に雇用することができることを示していた。
その理由として，D.マッセイ等は，アメリカ連邦議会の議員の多くが激しい賛否両論の国民的
な議論にもかかわらず，国民国家の存在を無視するようなメキシコ人移民のトランスナショナル
な性格，越境的な循環について現実を理解しておらず，1986年移民改革規制法は，メキシコ人
の国境を越えての循環という移民の目的を外してしまったと述べる。その結果，300万人に近い
非合法滞在者に恩赦を与え合法化する一方で，非合法労働者の雇用者への罰則を課すばかりでな
く，国境警備の強化を図るという矛盾する政策を実施することで国境の北側（合衆国内）に数百
万人の人々を不法滞在者として取り残してしまったと述べる（14）。このようにして，国境の両側
で威嚇したり招き入れたりする機能不全の移民政策によって，統制された国境の夢である「アメ
リカ合衆国を守る砦」は「煙と鏡」（smokeandmirrors）のような幻想でしかないことが明ら
かになった（15）。
1986年移民改革規制法の制定は，非合法移民を合衆国の移民制度のなかに統合する試みであっ
たといえるが，結果としてメキシコ人に非合法移民を思い止まらせるよりも，むしろ現実には奨
励してしまった。確かに一時的には規制の強化と合法化により非合法移民の往来は減少したが，
合法化された家族は直ぐにメキシコに残した家族を呼び寄せはじめ，そして合衆国での「定住」
志向を強め，彼らの全国化する重要な契機となったからである（16）。1986年当時，多くのメキシ
コ人を受け入れていたアメリカ合衆国の主要な州は5州（カリフォルニア，アリゾナ，イリノイ，
ニューメキシコ，テキサス）であったが，1995年にはそれは11州（さらに，コロラド，フロリ
ダ，ジョージア，ネバダ，オレゴン，ワシントン州）にまで増加した。さらに，後のメキシコ政
府の二重国籍容認も加わり，かつてはグリーンカード＝永住権のみをもっていたメキシコ人のア
メリカ合衆国市民権取得率が高まり，その政治力を行使するものが増加する契機ともなった。ま
さに，メキシコから合衆国への移住は新しい時代を迎えたのである（17）。
1986年移民改革規制法により，メキシコ系が集中しているロサンゼルス郡だけでもメキシコ
人を中心に80万人以上が合法化された。だが，このように合法化されたメキシコ人移民の大半
は数年の学校教育しか受けていないものも多い。にもかかわらず，メキシコ人の方がアメリカ生
まれの黒人よりも雇用される機会が多いと言われた。ロジャー・ワルディンガーによれば，大都
市の中心部において教育程度の最も低い新しい移民が雇用される機会のほうが，それよりも教育
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も英語能力も高い黒人よりも高いというのである（18）。雇用者は市民権を有する黒人よりも市民
権を有しない移民を好んで雇用するのである。その理由は，アメリカ国籍を有し，公民権運動を
経て権力意識も高い黒人に比して，メキシコ人は苦情を言わず，最低賃金以下，劣悪な労働条件
のもとでも喜んで働くからであるというのである（19）。しかも，マッセイ等の研究はメキシコか
らの移民は社会的に豊富なネットワークを持ち，そのネットワークは個人ではなく，家族的絆を
ベースとする送金を通じてメキシコの農村とアメリカの大都市を結び，彼らの国境を越えての労
働と生活を可能としていることを明らかにしている。これらのメキシコ人移住者の国境を超えて
の循環的性格は，従来の移民論や貧困論に解消できないトランスナショナルな意味合いを問うと
同時に，アメリカの伝統的なヨーロッパ人移民の「メルティング・ポット神話」に疑問を投げか
けていると言える（20）。
1970～80年代になると，主に州政府により提供される社会的サービス（教育，健康保険，福
祉，失業給付）の点において，市民権保持者の請求権と移民のそれとの間にはほとんど差異が存
在しなくなった（21）。このような状況に対抗する白人中間層を中心に，所得減少と福祉支出の増
加責任を非合法移民の増加と低所得者の福祉依存へと転嫁する政治運動へと参加する人々が増
え（22），1980年代以降，移民排斥運動（23）は非合法移民とその子どもへの教育，福祉サービスを禁
止する法案を住民提案として可決する動き，英語を公用語化する言語的なナショナリズム，シエラ
クラブなどの伝統的な環境団体への人口・環境問題を通じての介入など移民排斥運動が多様化・
重層化されていった（24）。
ポスト冷戦下の軍事費削減と不況の拡大の中，移民排斥を訴える政治的な動きはメキシコ系移
民の多いカリフォルニア州に止まらず全国化していった。1994年中間選挙の直前には非合法移
民の越境を刑法上の違法行為とし，国境管理の強化を謳って「オペレーション・ゲートキーパー」
（OperationGatekeeper）（25）がクリントン政権の下，鳴り物入りで開始された。同年のカリフォ
ルニア州の「住民投票187」（26）への連邦政府の対応としてオペレーション・ゲートキーパーを捉
えている（27）。また，連邦レベルでは1996年，非合法移民への社会的サービスの禁止，非合法移
民の雇用主への罰則と合法化処置（恩赦）を与えることを決めた「非合法移民改革と移民責任法」
（IlegalImmigrationReformandImmigrantResponsibilityActof1996），さらに福祉政策
の転換の一環として，貧民の福祉依存を減らし働くことを自己責任として奨励する「社会福祉改
革法」（個人責任と仕事の機会調停法）（ThePersonalResponsibilityandWorkOpportunity
ReconciliationActof1996）」（28）など次々と制定され，移民問題が貧困問題，労働問題と密接に
連動して国内の主要な政治問題化していった（29）。
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2．冷戦下のニューディール型労資関係
ニューディール型労資関係とは，テーラー・システム（科学的管理法）による単純労働者の労
働者管理と統括により，労働手段として機械体系化した合理化の段階において，ニューディール
のワグナー法を法的基盤に，労資交渉・協約の内容を賃金と労働条件に限定し，さらに生産性の
向上の枠内において賃上げを認め，インフレを賃金と連動される所得補償制度を確立することで
あった（30）。アメリカにおける中産階級拡大の主要な要因は組織化されたブルーカラー労働者の
増加である（31）。これらの労働者は産業別組合に組織化され，会社との労資協定により，相対的
に高い賃金と恵まれた労働条件を獲得してきた。付加給付は労働組合との交渉による一種の企業
内福祉として拡大していった。1955年，AFLCIOとして統一されたこの組織労働勢力は，左派
勢力を排除し，国家の冷戦戦略を支持する見返りに（32），ニューディールの未完の課題であった
団体交渉による実質賃金の引き上げと雇用の保障，そして医療保険，年金などの付加給付を確実
に受け取ることで，住宅，自動車，電化製品，潤沢な食料品の購入など豊かなアメリカ的生活様
式を享受することが可能となったのである（33）。
50～60年代を通じて，組織労働は政府の冷戦戦略に反対・抗議することはほとんどなく，む
しろヴェトナム戦争などを積極的に支持する行動をとり，反対に，未組織労働者や黒人の公民権
運動については傍観的立場をとった（34）。マイケル・カッツが指摘するように，ニューディール
政策の1930年代半ばから1960年代半ばまでの社会的プログラムは黒人や都市中心部での貧困に
対する社会的支援についていえば，量・質ともにまったく不十分であり，それらの社会的支援は
ミドルクラス向けであったのが事実であった（35）。このように，この冷戦下の労資統合の限界は
非白人労働者（黒人，ラティーノ）に象徴的に現れた（36）。黒人労働者やラティーノ労働者の一
部をこの統合のもとに包摂したが，大半の労働者はそこから排除されたのである（37）。
白人を核にする組織労働者が冷戦体制を支え，大量生産産業において，組織労働の中核に位置
しフォード・システムに統括され，単純作業を繰り返す労働に従事した。ローバート・ライシュ
は，これらの労働者を「ルーティン生産労働者」（routineproductionworker）と名付け，「ルー
ティン生産労働者は，読み書きと簡単な計算ができなければならない。最も基本的な徳目は，信
頼性，忠誠心，そして対応能力である」と述べている（38）。
3．冷戦体制の崩壊過程の開始 グローバリゼーションの起点
1970年代中頃以降，鉄鋼，自動車，機械などの基幹製造業の空洞化が顕著となり，生産現場
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でブルーカラー労働者が大量に解雇された。その空洞化過程は同時に，アメリカ資本の対外直接
投資の本格化＝アジア，ラテンアメリカの工業化と農村での過剰人口の創出と堆積化でもあった。
またそれは「グローバリゼーションの起点」でもあった。
その経済的背景には，第一段階として，1971年の金とドル交換停止によって冷戦体制を支え
るグローバルな貨幣・信用機構が破綻し，1973年には固定相場制から変動相場制へと移行した。
これが冷戦体制を支える経済的条件の崩壊過程が開始された指標となった。その過程で，アメリ
カ経済の覇権の衰退が顕著となり，アメリカ経済を震源とするスタグフレーション（不況下のイ
ンフレ・賃上げ）が資本主義世界へと拡散し，73年のオイル危機を契機に1975年には世界的同
時不況へと転化する。
レーガン政権の新冷戦・新保守主義は，資本と国家が奪われたものを奪回するリストラクチャ
リング戦略であった（39）。それは，世界に向かっては軍拡による衰退した覇権の奪回を狙ったが，
レーガノミクスは，国内では慢性的な経常収支と財政収支の双子の赤字の上に，スター・ウォー
ズと呼ぶ軍拡を推し進めたことも重なり，結局1985年にはアメリカ経済は産業の空洞化と71年
ぶりに世界最大の債務国へと転落した（40）。
第二段階として，ポスト冷戦下の90年代半ば，ソ連邦の崩壊を契機に世界は単一の市場経済
に引き込まれグローバル化の深化＝大競争が起こされた。アメリカは情報ネットワーク化を利用
して産業と経済の構造転換を推し進め，情報・金融を軸に世界市場支配のための世界戦略の手段
として取り込むことを狙いとしていた。その経済上の基盤として，資本と国家はグローバル化と
情報ネットワーク化を基礎にリエンジニアリング戦略を実施し，産業/労働のあり方を「ソフト
化」/「サービス化」していった。これは，機械化体系を軸とするテーラー・フォーディズムと
は異質の情報ネットワークを軸にする合理化＝リエンジニアリングによる労働・生活の次元での
解体であった。
4．ME（マイクロ・エレクトロニクス）化とリストラクチャリング
ジョイス・コルコ（JoyceKolko）は，70年代初頭のアメリカ資本主義の構造的危機への対
応としてリストラクチャリングを捉え，概して言って資本および国家なりが奪われたと感じてい
る者を労働者階級からもぎとる努力 「階級闘争における公然たる攻勢」 として明確に提起
され，実施されるものである（41）と述べる。
1960年代後半から70年代の初頭，戦後の冷戦体制の限界を示したIMF体制の事実上の崩壊
を示した金とドルとの交換停止，アメリカのヴェトナム戦争での泥沼化，基幹産業の国際競争力
の低下を示す貿易赤字，減税や軍事支出と海外援助さらに原油価格の高騰などによる財政収支の
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悪化，いわゆる，双子の赤字国から債務国へ転落していった。その結果，冷戦体制の経済的条件
が瓦解を始める。その過程でスタグフレーションが顕在化し，軍事インフレ蓄積様式の解体が進
行する。第二次世界大戦後アメリカの鉄鋼・自動車・機械工業など大量生産産業は世界市場にお
ける独占的地位に安住し，インフレを価格に転嫁し，管理価格を設定して膨大な超過利潤を確保
する体制が崩されていった。つまり，1970年代後半，日本や西ドイツの新鋭重化学工業の発展
とME化による生産性の向上と国際競争力の向上により，世界市場におけるアメリカ産業の圧
倒的な国際競争力が低下し（42），寡占体制による管理価格の設定と超過利潤の取得メカニズムも
崩れ，企業の利潤が縮小していった。そのため，労資合意に基づき大企業組織労働者の大半に保
障してきた実質賃金の引き上げ，雇用保障，医療，年金など各種の付加給付，失業手当プランな
どが企業の利潤を圧迫し始めたのである（43）。
このような状況の中，独占企業は，組織労働者の力量の弱い南部，南西部さらには低コストの
海外へと生産拠点をシフトするオフショア戦略をとりはじめる。だが，労資協定は工場の移転や
閉鎖，価格の決定，レイオフなどは経営権として組合が関与できないと規定されていた。そのた
めに，工場移転などは団体交渉事項とはならなかった。これに対し，資本は工場内部での新しい
機械の導入，職種および配置転換などは組合との交渉事項であったために，それらを避ける傾向
が強かった。さらに，南部諸州に存在する仕事の権利条項（労働権州）は組合の活動を制限し，
労働者の組織化の障害となっており，法律の面でも組織労働者には不利であった（44）。
1970年代半ば以降，自動車，鉄鋼，機械産業などの資本はME化を新たな技術的基盤として，
組織労働に対して工場移転や閉鎖の計画，さらにはレイオフをちらつかせながら「譲歩交渉」を
強要した。また，労働組合による職務統制機能，先任権ルールなどニューディール以来の労働シ
ステムの転換ばかりでなく，組合排除と正規社員の削減と非正規雇用の導入によるダウンサイジ
ング，熟練工の複数工化，賃金や労働条件の切り下げとフリンジ・ベニフィットの縮小，さらに
は二重賃金制などの新たな労務管理と賃金制度の導入を図った（45）。この資本による労働への
「譲歩交渉」の強制により，19781982年間に鉄鋼業と自動車産業の労働者30％以上がカットさ
れた（46）。キム・ムーディによれば，1978年12月から1982年12月までに，自動車産業で34万
1,000人，鉄鋼産業で20万7,100人が減少した（47）。このような国家と資本の総攻撃＝「ビジネス
の階級としての団結」に対抗する組織労働の力は弱かった（48）。組織労働者への全面的攻撃の合
図となったのが1981年航空管制官組合（PATCO）のストライキとそれへのレーガン政権の介
入によるストライキ潰しと解雇（約1.1万人）であり，主に熟練のホワイト・カラーから構成さ
れたPATCOは孤立したまま，まもなく消滅した。それと同時に，日本的経営に対抗して，ア
メリカ的統合的品質管理（TQC）が積極的に導入される。後にレーガン政権は全米航空管制官
連合（NACA）の結成を認めるが，団体交渉権は与えなかった（49）。
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資本と国家のME化とリストラクチャリングは，国内労働者の削減ばかりでなく，移民法の
改編によってアジア，ラテン・アメリカからの大量の外国人労働者を「柔軟な労働力」として導
入すると同時に，それを通じて，国内の安定した雇用関係を破壊して，新たに再編（流動化）す
る過程でもあった（50）。1970年代の後半から始まり，レーガン政権によって「新冷戦」戦略が本
格化する一方（51），レーガノミックスによる減税と規制緩和と同時に，組合の職務統制機能を打
破し，労働コストを引き下げる戦略により，国家と資本によって保証されてきた安定したニュー
ディール型雇用関係の枠が外され，不安定で弾力的・柔軟な雇用関係へと移行した。国家による
法的規制と労資間の団体交渉からなる冷戦下のニューディール型労資関係の終焉であった（52）。
J.コルコは，「レーガン政権下に兵器産業の収益は他の製造業のそれを超え，またレーガンの
ハイテクおよび電子部門重視のおかげで，兵器産業は資本を惹きつけはじめた。兵器産業は，激
しい国際競争に脅かされていない国内経済唯一の領域だったからである」（53）と指摘している。つ
まり，70年代には全般的に企業利潤の低落傾向が顕著となるが，それへと対応策，リストラク
チャリング戦略の一環として資本と国家は軍事部門への資本投下を増加させたのである（54）。
レーガン政権以前の1969年から1970年代後半まで続いたのが国防支出額の削減だった。連邦
支出に占める国防支出の額は1967年には45％に達していたが，1970年代には30～20％台へと
低下し，GNPに占めるその割合も5％を切る。この軍事費削減の影響を最も受けたのが，戦後
冷戦体制を支えてきた軍事＝科学産業であり，それを基軸とする軍事インフレ資本蓄積基盤とそ
の産業構造の歴史的転換が必然となった（55）。その歴史的転換の技術的な鍵が，航空宇宙産業に
蓄えられ，航空機，ミサイル・ロケットなど核戦略の頭脳部分として財政資金と優秀な科学技術
者によって独占的に研究開発されてきた軍事・科学技術の民生用への解放であり，その中核が核
兵器の制御・誘導用電子機器として開発されてきた半導体・ICを核とするマイクロ・エレクト
ロニクス技術（ME）であった。この軍事・科学産業によって育まれてきた技術を民生用技術と
して開放し，半導体・集積回路を部品として組み込むことがことによってエレクトロニクス産業
がハイテク経済のリーディング・インダストリーへと台頭した（56）。
航空宇宙産業が息を吹き返すには1980年代のレーガン政権のもとでの新冷戦＝軍拡・SDI計
画の開始を待たねばならなかった。80年代のリストラクチャリング戦略のもう一つの柱が戦略
防衛構想（StrategicDefenseInitiative,SDI）であった（57）。その開始は，核兵器を「無用で時
代遅れの廃物」とする技術を開発するよう，レーガン大統領が科学者たちに懇請したのは，1983
年3月のことであった（58）。
資本と国家の攻撃は，国内労働者の削減ばかりでなく，アジア，ラテン・アメリカから大量の
外国人労働力を導入する過程でもあった。1986年，1990年の国家の移民法改革も手伝い（59），資
本にとって「理想的」である「柔軟な労働力」として，海外から移民労働力として，人材派遣会
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社などを通じて供給される専門的な知識と技術をもつ科学技術者を導入すると同時に，底辺部分
には大量の無権利で低廉な移民労動力を導入することによって労働コストを引き下げ（60），国際
競争力を回復することを狙った戦略でもあった（61）。
5．総攻撃の生産過程における技術的基盤 生産のME化と労務管理の再編成
資本と国家による組織労働に対する総攻撃の個別企業における生産過程における技術的基盤は，
ME化・マイクロ・コンピューターを装備したNC（数値制御）工作機械による柔軟な生産シス
テム化・ハイテク化による生産過程と労働の基本的内容の変革であった。従来の熟練と技能がプ
ログラム化され，点検・修理などの作業が重要となり，作業全体の統廃合と削減が進んだ。この
過程は，鉄鋼・自動車・電機産業における単一品種大量生産から多品種大量・少量生産を技術的
に可能とし，労働形態においては従来の単能熟練工を陳腐化させ，数種類の工作機械を一人で操
作する多能工への転換とチーム労働制を技術的に要請した（62）。
組織労働は，資本の新しい生産システムに対応した労働システムへの移行の強制のもとで，
「譲歩交渉」（concessionbargaining）を余儀なくされ，賃金の切り下げ，賃金の二重制度，パー
ト労働者の雇用，先任制度の制限，ラインスピードの変更などを認めた。この結果，労働組合の
苦情処理機能を軸とする職場委員運動に支えられ，職務の細分化による規制・ジョブコントロー
ルに依拠する従来の労働システムは空洞化し，大量生産システム・フォーディズムに基づいたニュー
ディール型労資関係は実質的に崩壊した（63）。
そればかりではなかった。このようにニューディール型労資関係の崩壊に大きな影響を与えた
のが日本的経営の導入にあったことには注目する必要がある。資本は細分化された職務を統合し，
自由に転換できる柔軟な職務に変え，チームでの職務の遂行などの新しい労働組織に再編成し，
このニューディール型労資関係の再編のうえに，「日本的経営」の分析と学習，コンピューター・
ネットワークに対応した業務の根本的変革・リエンジニアリングが新しい労働組織・業務を構築
した（64）。1980年代のアメリカの自動車産業における日本的経営の導入＝統合的品質管理（TQC），
チーム労働とムダの排除を目的とするトヨタ型のリーンな生産システムは「ストレスによる管理」
（スーパー・テイラリズム）と呼ばれた（65）。
6．鉄鋼・自動車産業の衰退＝「空洞化」
鉄鋼業界は，1974年には完全操業し，国内需要を賄うのに輸入を増やしていた矢先の1975年，
戦後最悪といわれた鉄鋼市場の世界的瓦解のもとで，世界的過剰生産が顕在化した。そのため，
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独占的地位に安住し，継ぎ剥ぎ的設備の拡張を繰り返してきたアメリカ鉄鋼業は国際競争力を喪
失し，国内工場の閉鎖が続出し，労働者の数が31％も減少した。また，自動車産業は1978年に
1,300万台弱を製造し，ほぼピークに達していた。だが，1979年の第二次石油危機を転換点とし
て，製造台数が激減し，1982年には700万台へ落ち込んだ。これに対して，1980年日本は製造
台数においてアメリカ自動車業界を追い抜き，世界第一位となった。この事態に対して，アメリ
カ自動車産業は，従来の部品の内製化路線を放棄し，部品の外部調達戦略へと路線の転換を余儀
なくされた。ドル高のもとでのこの「アウトソーシング」戦略と国内工場の自動化・ロボット化
の推進と旧式工場の閉鎖によって，197782年間に労働者の数が30％以上減少した。
1978年12月から1982年12月までに，自動車産業で34万1,000人，鉄鋼産業で20万7,100
人が減少した（66）。「80年から84年の間に製造業では200万の仕事が失われ，その半数以上が組
合員の仕事であったという。また，主要な自動車・自動車部品製造企業では雇用者数は78年末
の80万から83年初めの49万足らずへと激減した」（67）。
1970年代までアメリカの大企業は労働が単純な組立て作業からなるブルーカラー労働者が賃
金・所得ばかりでなく，付加給付と呼ばれる健康保険，失業保険，退職後の年金などを取得でき
る企業による企業内福祉制度が拡充され，生涯にわたる安定・安心した家族生活を保障してきた。
このような「理想的な生活」が破綻し始めたのは1980年代に入ってからである。特に，高卒の
白人労働者への影響が大きかった。実質賃金の低下は高卒の白人男性において顕著であり，1979
年以来それは17％も低下した。彼らは「怒れる白人男性現象」（theangrywhitemalephe-
nomenon）と呼ばれた（68）。
7．組織労働の力量の低下
第二次世界大戦中，組織労働者数は40年の894万から45年には1,480万人へと急増，1955年，
AFLとCIOが合併し，組合員数は1,680万人に達し，労働者総数の24.7％，非農業部門の労働
者の33.2％を占めた。このような「現代アメリカの主要な経済的・政治的社会的運動のひとつで
あった労働運動の衰退」が顕著となったのが1980年代である（69）。全米の組合員数は，1960～68
年に300万人も増加し，1974年にピークの2,340万8,000人に達した。だが，1980年代，アメリ
カの労働運動は労働組合員数，組織率，そしてストライキ参加者数を見てもさらに衰退の一途を
たどったことは決定的である。1983年の1,771万人から93年1,674万人へ5.5％の減少，組織率
は20％から15％へ低下した。製造業では組織率が同期間に27.8％から18.2％へ，運輸と公益が
42.4％から28.4％へ，建設が27.5％から18.8％へ，鉱業が20.7％から15.6％へと低下した。つま
り，物づくりの分野である製造業，運輸，鉱業における組合員とその組織率は大きく低下し
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た（70）。
さらに，労働側の「力量の低下」を象徴的に表わしたのがストライキの減少である。ストライ
キへの参加者数は1988年には戦後最低の11万8,000人であった（71）。もちろん，労資関係が安定
していた195060年代，ストライキ参加者は少なかったが，もっともそれが安定していた63年
においてもストライキ参加者は94万人であったことを考えれば，80年代以降の労働運動の衰退
は明白である（72）。農業部門を除く，労働組合の組織率は1953年には34.5％であった。80年代，
2,100万の新しい仕事が生み出される一方，組合は300万以上のメンバーを失い，1990年でのア
メリカの民間部門での組織率はわずか12％となった（73）。
8．情報ネットワーク化とサービス産業の隆盛
1975年以降，産業のME化・ハイテク化は，情報通信のネットワーク化とサービス化をとも
なって進展した。このサービス部門はかつてのような消費者，家事サービスではなく，企業と企
業間の取引，いわゆるビジネス・サービスが中心であった。この取引は製造業における企業内生
産の放棄と製品の購入・契約などの増大に起因するものが多かった。1986年『ビジネス・ウイー
ク』（3月13日号）誌は「あらゆる種類の財をつくるものと長く思い込んでいた会社が，いまで
はしばしば包装品とラベルだけを生産している」と警告を発した（74）。金融，製造業などは情報・
通信手段と輸送手段の発達にともなって，管理・統轄機能をもった金融・貿易中枢都市を核とし
世界各地に生産拠点を設置しネットワークを構築することが可能となり，銀行・証券，輸出入業
務との取引，それらの業種間の取引業務が急増したのである（75）。
1980年製造業の雇用者数はほぼ2,000万人，サービス業は1,800万人ほどであったが，1985年
には製造業が1,900万人に減少したのに対して，サービス業は2,200万人へと増加，ついにサー
ビス業従事者の数が製造業のそれを実数で歴史上はじめて上回ることとなった（76）。サービス業
のなかでとくに増加したのが銀行，証券などの金融サービス，人材派遣，コンピューター・デー
タ処理を中心とするビジネス・サービスの136万人，保健衛生サービスの102万人である。とく
に，エレクトロニクス産業の隆盛と相まって，システム・エンジニア，プログラマーなどの職種
が急伸したことである。このサービス業の一般的特徴は，医者，弁護士・会計士などの高給の専
門職からレストラン，ビル清掃員などの最低賃金しか得ていない職種との間に大きな幅・賃金格
差があることである。サッセンは，ニューヨーク，ロサンゼルスなどの世界都市の中心部にはグ
ローバルな経営・会計・法律などの知識を有し，金融機関や企業にビジネス・サービスを提供す
る高学歴・高所得の専門家集団が集中し，そこにはまた，高級ホテルやレストラン，健康ジムな
ども建設され，それらの華麗な生活様式を支える多種多様な低賃金な人的・物的サービス職も多
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数生み出され，いわば，高所得層のジェントリー化によって，多数の労働集約的低賃金サービス
労働への需要が生まれ，そこでは移民労働者が多数吸収されたことを明らかにしている（77）。
そればかりではない。さらに伝統的な製造業である縫製産業，玩具，衣類などでの低賃金労働
への需要が高まっている（78）。サッセンはその需要の高まりの要因として，小口生産，デザイン
センターへの近さなどあるが，より重要な要因として，移民コミュニティや都市全体でそれらの
低価格製品への需要が拡大していることを挙げている。韓国人移民による縫製業や玩具などの生
産と輸入などが対象とするのは高価格の商品ではなく，低価格の商品が多く，そこで低賃金で働
くのはラテン・アメリカやアジアからの移民女性が大半であり，その市場はアメリカ国内の移民
コミュニティ向けも多いのが特徴である。ここにおいても，移民の女性問題が世界経済の構造的
変化とそこでの労働需要の対応と密接に結びついていることを明らかにしている（79）。
小売業，保健サービス，ビジネス・サービスのなかの労働集約型サービス労働者の中には不安
定・低賃金労働に従事していること（80），さらに，サービス業内の法的規制外にある低い賃金の
労働者群が生み出されたことに注目する必要がある（81）。
過去40年以上にわたって製造業での労働者の減少を埋め合わせてきたのがサービス部門であっ
た。情報テクノロジーとリエンジニアリングは世界一のサービス都市であるニューヨークにおけ
る産業と労働のあり方を変えつつあった。1989年から1993年にかけて，銀行や保険，会計，法
律，通信，航空，小売業やホテルなどの生産性の伸びはかつてないほど高く，ニューヨーク市内
では35万人以上が職を失った。でもそれは，ほんの始まりに過ぎなかった。90年代半ば以降の
情報ネットワーク化のもとでの合理化＝リエンジニアリングの本格化は，労働のソフト化と産業
のサービス化を急速に推し進めることになり，それはアメリカ中産階級の中核をなしてきたホワ
イトカラーの中間管理職さえも大幅に削減させていった（82）。
1980年代後半，ME技術の進展とコンピューター・ネットワーク化の展開は開発・研究，製
造，調達部分への適用によって従来の階級編成を大きく転換させる起動力となった。産業革命に
よる都市労働者階級の形成にも匹敵する大きな階級構成の変化の時代，ジェレミー・リフキンの
いう『大失業』（TheEndofWork）時代の到来である（83）。彼の力点は情報化とリエンジニアリ
ングの時代の到来が労働者にどのような影響を及ぼすのか，ということにある。「会社は，コン
ピューター・フレンドリーな組織作りをめざして急速なリストラを進めつつあるのだ。それにと
もない，伝統的な経営者層は消え去り，職種間の垣根が低くなり，ワークチームの編成や従業員
へのマルチレベルな技能研修の実施，生産と流通プロセスの短縮・簡素化，管理の能率化がはか
られている。その成果には驚くべきものがある。アメリカの総生産性は1992年に2.8％もはねあ
がり，ここ20年間で最高の上昇率となった。生産性のこの急激な伸びは，労働力人口の大規模
な縮小を意味している」（84）。
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リエンジニアリングの提唱者であるマイケル・ハマーは，リエンジニアリングによってひとつ
の企業における職種の4割以上を統廃合し，最大で全従業員の75％まで削減することが可能だ
と述べている。とりわけ中間管理職は仕事を失う可能性がたかく，彼の概算では中間管理業務に
携わる人間の八割までが人員整理の危機に直面しているという（85）。このリエンジニアリングは
鉄鋼，自動車などの基幹製造業において最もその効果を表したと言われるが，サービス業におい
てもこの影響は著しい。これを技術的に可能にしたのが画像処理テクノロジー，エキスパート・
システム，それに携帯用コンピューターなどの情報処理技術とコンピューターのネットワーク化
である。また，『USニューズ・アンド・ワールドリポート』誌（U.S.NewsandWorldReport）
によれば，オフィスの書類仕事を電子処理へ転換することで，秘書の全勤務時間の45％はもと
より，あらゆるオフィス関連業務の4分の1から4分の3は割愛できるという。その結果，1983
年から93年までに全米の秘書人口は，360万人へとほぼ88％落ち込んでいる（86）。
このように，1980年代のリストラクチャリングは当初ブルーカラー労働者に最大の衝撃を与
えたが，90年代の情報ネットワーク化と手を携えて展開したリエンジニアリング革命は製造業
の中間管理職・事務職などのホワイト・カラー層，そして金融，情報サービス，ビジネスサービ
スなど小売り・卸売業などのサービス業全般にも大きな影響を及ぼし始めたのである（87）。
お わ り に 新しい社会労働運動の可能性
「階級がどのように人種やジェンダーを通して生きられているか」 「階級に根ざした人種主
義に対する闘争」の重要性を熱く論じたのが，ロビン・ケリーである。また，「階級・人種・エ
スニシティの絡み合い」の議論に，新しい社会労働運動の可能性を論じたのがロビン・ケリーで
ある。彼は，いわゆるアイデンティティの政治が労働運動の在り方をつねに強く規定したこと，
階級団結に必要な接着剤であったことを強調している。その上で「多人種的な労働者階級による
新しい運動が，アメリカ中の都市で今まさに出現している」（88）と主張する。
ネオリベラル型グローバリゼーションの下，アメリカの組織労働者の力量の低下は明らかであっ
た。その事例を端的に現したのが「北米自由貿易協定（NAFTA）」の締結であった。1992年大
統領選挙において，現職のブッシュ大統領はNAFTA支持を明確したのに対し，クリントンは
曖昧な態度に終始した。独立系の候補者ロス・ペローはNAFTA反対，職を守れとキャンペー
ンを展開し，多くの労働者の支持を得た（89）。共和党ブッシュ政権により進められ，NAFTAは
組織労働の強い反対にもかかわらず，クリントン民主党政権は，超党派の批准でNAFTAを成
立させ，1994年メキシコ政府との間に「北米自由貿易協定」を締結した。だがNAFTA協定は
労働者の国境を超えての自由な移動を認めていない。移民排斥の長い歴史をもつAFLCIOは，
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従来の外国人労働者は国内労働者の職を奪い，賃金を低下させるという理由から，「ゲストワー
カー・プログラム」に反対し，非合法移民を雇用する雇用者への罰則に賛成した（90）。また，1994
年アメリカ国内で非合法移民が最も多いカリフォルニア州では，非合法移民を社会的サービスか
ら排除するという住民提案187が賛成多数で可決され，96年にはその趣旨がほぼ組み込まれ，
連邦政府の社会福祉政策転換の一環として，貧民の福祉依存を減らし，働くことを奨励する「社
会福祉改革法」が成立した（91）。
組織労働の力量の低下は明らかであった。「経済政策研究所」（EconomicPolicyInstitute）
によれば，NAFTA締結後の1994年から2004年までに，この協定により，差し引きアメリカ
人約100万人の職を奪った。そしてその職の大半が製造業である。同期間にアメリカ全体の製造
業は65万8,930人の労働者を失ったが，そのうちNAFTA貿易によるのは38万8,682人と推定
されている。減少数の多かったのは，州別ではミシガン，インディアナ，ミシシッピー，テネシー，
オハイオ州など中西部と南部に多かった（92）。
これに対して，移民労働者の組織化に向けて積極的な取り組みを展開したのが「国際サービス
労働者組合（SEIU）」のロサンゼルスでのロサンゼルス部会（SEIU第39ローカル）による
「ジャニターに正義を（JusticeForJanitors）」である（93）。このキャンペーンは警察による暴力
的弾圧にもかかわらず，1995年4月に7つの雇用契約会社と間に労使の契約を結び，多くの低
賃金のラテン・アメリカ系移民労働者を組織化し，もっとも賃金の低い労働者の賃金を最低水準
の生活賃金に手が届くところまで引き上げることに成功した（94）。このときに取られたのが大衆
の市民的不服従とストライキというアメリカ労働運動とコミュニティにおける様々な市民運動の
戦略と結合したメキシコ，エルサルバドル，グアテマラからの移民労働者の闘いであった（95）。
この新たな社会労働運動の成功は，1994年のカリフォルニアにおける移民排斥運動による住民
提案187が賛成多数によって通った直後であったということを考えると，まさに歴史的快挙であっ
たといえる（96）。この「ジャニターに正義を」の運動はラティーノばかりでなく，アジア系，黒
人労働者の多い縫製産業（UNITE）などを巻き込みながら，ワシントンDC,南部の都市などへ
広がり，ケリーの言うように，「女性と非白人を中心に構成されたダイナミックな社会運動であ
り，労働運動全体の方向を修正する力をもっていた」のである（97）。
アメリカ経済のサービス産業への構造的転換の意味を組織労働に指し示したのが，1995年の
AFLCIOの会長に，SEIU出のスイーニーを選出したことである。1995年，AFLCIO内部の
亀裂が深まり，組織内部に SEIU,UMWU,AFSCMEからなる「ニューボイス運動」（new
voicemovement）が生まれ，委員長にはSEIUのスィーニーが会長に選出された。ラテン・ア
メリカからの移民労働者は金属加工工場，住宅建設業，ホテル，レストラン，ヘルスケアなどで
積極的に組合活動に参加し，AFLCIOの反移民の組織化方針を転換させ，1999年非合法移民の
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権利擁護と組合への加盟を認める大きな力となった。さらに，同年にAFLCIOは，1986年移
民改革規制法で賛成した従来の姿勢を転換し，雇用者罰則に反対し，移民の権利擁護の姿勢を明
確にした。そして，2000年の春，AFLCIOは公式に雇用者制裁に反対，非合法労働者の合法
化措置に賛成する歴史的な決議を全会一致で行った。これは，「アメリカの労働運動はこれまで，
外国人嫌悪，人種主義，反移民感情の長く悲劇的な歴史に彩られてきた」（98）のであり，そのよう
な歴史をもつアメリカの労働運動史にとってまさに画期的な出来事であった。
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